２００８年３月２１日

長野県教育委員会

委員長　綿貫隆夫　様

長野県高等学校教職員組合

執行委員長　高村　裕　　

「高等学校授業料及び奨学金等返還金に係る支払督促申立」

を慎重におこなうことについて（申し入れ）

高校教育課は、３月１３日の「第８７１回定例教育委員会」で、「高等学校授業料及び奨学金等返還金に係る支払督促申立について」を「教育長報告事項」として提出し、教育委員会の了解を得ました。

これは、去る３月４日、県議会2月定例会の一般質問で、高島陽子議員が授業料未納の実態とその解消のためのとりくみについて質問し、山口教育長が、２００６年度の授業料未納額が、1月末時点で４６２万円あることを示し、「今後、ケースによっては督促制度も活用したい」と答弁したことを具体化したものです。

近年、保護者の生業不振や失業等、あるいは母子・父子家庭の増加などで、２００６年度の授業料減免者は４,５００人、減免額は４億６,８００万円であることが県教委から発表されています。

支払い義務があるにも関わらず、1年近く授業料を滞納することは、あってはならないことは当然です。しかし、全国でまだ広島と茨城の２県しか導入していない「支払督促制度」の活用と法的な手続きにより、学校現場の事務担当者やクラス担任等が不必要な緊張感を強いられたり、保護者や子どもたちとの関係が損なわれることは教育現場にふさわしくありません。

健やかな教育環境とすべての子どもたちの修学権が保障され、「教育の機会均等」を守る立場から、以下のことを申し入れます。

記

１．授業料等の滞納者に対し、法的な手続きを取らざるを得なくなった場合でも、「申立の対象者」の認定や事務処理等については、あくまでも慎重におこない、「強制執行の申立」については特に慎重に対応すること。

２．「授業料減免制度」については、減免限度額を引き上げるなど、これまで以上に制度の拡大と充実を図り、経済的な事情等で授業料の支払いが困難な家庭の子どもたちに、修学の場を保障すること。

以上

